






























































































































































●   ■   ●   ●   ●   ●   ●   ●
的運動展開があったことが判明した(5章)oちなみに､これら思想は基本的には､腐敗政治･マシーン
政治を是正するという改革エートスはニューディール期を含む20世紀前半には保ち続けられていたが､









































































































れた｡ (ネイバーフッドガバメント論ではなお､市民統治機関(citizen public authority)がコトラーの構
想にもかかわらず達成されていないことも確認された｡)とりわけ､この市民統治機関構築という動向に
あって､市民自身が市政府に比肩してあるいはそれに代わって地域社会の設計と直接把持をおこなおう
とする顕著な動向が見られた｡この市民のオルタナティブという視点での研究は､とりわけ直接立法関
係での研究においてあまり見られなかった視点であり､あらたな視点を導入したといえる｡
第四｡また､上記(2)と(3)にかかわるが､本研究の主要コンポーネントが､シアトルモノレール公団､
ネイバーフッドプログラム､シアトル市CAPイニシアチブに関係して現地直接調査を数年がかりでお
こなっての､それにもとづく実際的､最新の動向を示している｡
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Ⅳ　今後の展望と課題
本研究の結果､次の三つのことが展望に関連して見えてきている｡
第-に､イニシアチブ制度の正統性(legitimacy)のイシューが浮かび上がる.しばしばイニシアチブ
発議は敵対的グループ双方から逆方向に捷起される場合があって､イニシアチブ発議も両刃の剣という
ことになる｡カリフォルニア等でイニシアチブキャンペーン産業が成立しつつあるとの指摘もある｡ま
た､ F.ジンマ-マンは､その著書において､イニシアチブに対する賛成論と反対論を延々と記しており
(9つの賛成論と16の反対論)､イニシアチブ制度がその時々の華治動向の荒波に翻弄されるもののよう
な虚無を感じさせる｡これに対してガ-バーの指摘が今後の展望につながる提起をおこなっている｡ガ-
バーは､ 19世紀末直接立法運動を推進したポピュリストと革新主義者はともに､｢一部の経済的利害から
広範な人々の関わりに権力をシフトできるとする信念｣を共通に持っていたとし､さらにビジネス利益
団体と市民団体諸団体について､財源､広告キャンペーンの手法についての広範な調査を通じて､地域
社会に淀起と社会設計を打ち出すのは､ビジネス関係者や富裕者ではなく､法案成立を実現するポジティ
ブな実績と力をもつ市民にあるとす●る｡ここにあって､正義､またその根底にある公正の感覚が､広く
市民とステークスホルダーたち(公衆)がイニシアチブ行使に対して下す判断に､なお基層的に潜在し､
権力の分配に強くかかわるポピュリスト以来の社会思想がバックボーンとしてあるのではないかとさし
あたり推察される｡今後とりくまれるべき､この領域は広大であり､正義論の議論とも響きあう｡
第二に､市民スペシャリストの出現と社会設計のイシューがある｡本研究において市民の側でイニシ
アチブ条例案を策定してきた歴史的過程で､専門的知識とスキルを習得し､社会構想と条例案作成を担
うスペシャリストたちが育ってきたことを見た｡シアトル市インターナショナルディストリクトでのア
ドボケ-トNPOのトマス･イムは都市計画プランナーとして､市の都市計画に強い影響を与えてきて
いる｡とりわけ､シアトルの成長管理に関するCAPイニシアチブを成功させたティム･インクリー､サ
ンフランシスコの成長管理に関するイニシアチブ発議スペシャリストであるブラッド･ポールは､その
後市の法務官､市の副市長に任用されるに至っており､こうした事例はアメリカにおいて枚挙にいとま
がない｡またシアトル市でのネイバーフッドプログラムの意識調査で､回答した市ネイバーフッド部職
貞の実に78.9%であることが判明した｡ SMPAをささえたスタッフ達はヒアリングによれば､コンサル
的スキルをもつ者とともに､市民プランナー的なスペシャリストであった｡これらの市民側スペシャリ
ストに関する､育成と活動の実態､市政府との人的配置交流､市政府の施策への影響といった問いは､市
民オルタナティブの進展にとって大きな関心事であるのであるため､この点についての本格的な研究が
今後求められる｡
●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　■　　　●　　　●　　　●　　　●　　●　　●　　　●　　　●　　　●　　●　　●　　●　　　●　　　■　　　●　　　●　　●　　●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　●
第三には､市民統治組織に関連しての｢公共利益｣｢政府間関係｣等のイシューがあげられよう｡第Ⅳ
部では市民統治によるモノレール特別公共団体の事例で､この市民統治の特別公共団体が州から｢政府｣
として認められた公式のものとして設置される先端的事例をみた｡
けれどもそこでは､この市民統治の特別公共団体が体現する｢公共利益｣ (市民に足を)と市側が提起
する｢公共利益｣(市民に負担をかけない)との衝突があった｡特別公共団体(public authority)が課税権､
資産所有権､代表の選挙によって一種の政府と位置付けられていることから､ここでは､ [市民統治によ
る政府vs行政政府]の衝突という事態が生じていたのであった｡現在進行形であるこの領域について
の議論は､アメリカにおいても全く新たな議論であるのであり､今後の進展が期待される｡
イニシアチブという市民の直接立法は､単に法務的制度であるのではなく､正統性の問題､市民側で
の専門家集団のイシュー､政府間関係､個々人の地域社会への埋め込まれた方(負荷ある個人)､正義と
権限の分配といった問題に直結している｡したがって､研究にあっては､法学だけでなく､社会学､法学､
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公共政策､アーバンスタディーズ等々が集うアクティブな領域アリーナの様相を呈しつつある｡本研究
は､ ｢思想-社会への作用一市民オルタナティブ｣の重層的･相互関連設定をもって､このイニシアチブ
研究領域のアリーナに､市民の｢自治｣の問題群を提起したと考えている｡
論文審査結果の要旨
本論文はアメリカにおける市民によるコミュニティのコントロールの一方式である市民イニシアチブ
とその成果である市民オルタナティブのあり様を､市民イニシアチブの形成･導入過程､市民イニシア
チブのコミュニティへの作用面､もうひとつの自治体･政府である市民オルタナティブの具体相を重層
的に照射することによって明らかにしようとするものである｡全体は四部十二章と補論から成る｡
_Ⅰ部では､ネットワーク化されたコミュニティ･ガバナンスの生成過程における市民直接立法の社会
的含意が､現代アメリカの実施状況と実際的仕様に即して明らかにされる｡その際､実施状況について州､
郡･市レベルの空間スケールで検証され､とりわけ市レベルでイニシアチブのプロトタイプが検出され
る｡
Ⅱ部では､アメリカにおける直接立法の成立と実施の背後要因を成す思想的基盤が､導入期のW.サ
リヴァンの社会思想にまで立ちかえって析出される｡そして20世紀前半の革新主義運動を晴夫とする
改革エートスを水脈としつつ､それが戦闘期から戦後期にかけて衰微する中で､イニシアチブ発議の現
実的条件が熟してくることが明らかにされる｡
Ⅲ部では､ Ⅱ部で言及された思想的文脈を踏まえつつ､市民イニシアチブの社会構成-のインパクト
の諸相が解明される｡具体的には､税額および税体系､都市成長管理政策､都市プランニングの諸領域
に分け入って検討がなされ､市民イニシアチブが都市経営全般にとって不可欠の構成要素を成している
ことが確認される｡
Ⅳ部では､シアトル･モノレール市民公団の実験を事例にして､市民オルタナティブの可能性と現時
点での制約が開示される｡そこでみられる｢市民統治｣の質が直接立法の手法を駆使した先端事例を成
していること､それとともに一時的性格を免れないことが鋭く指摘される｡併せて､ M.コトラーのネイ
バーフッド･ガバメント論の有効性が検討に付される｡なお補論では､ ｢市民統治｣の理論地平を比較社
会論的にさぐる試みとして､上越市の地域協議会に照準を定めている0
以上､本論文はアメリカにおける市民イニシアチブ及び市民オルタナティブの動態を､関連文献資料
の丹念な渉猟と数次に及ぶ系統的な現地調査の成果に基づいて明らかにし､そこでの理論射程はいわゆ
る｢正統性｣問題､市民的専門性､ ｢政府間関係｣等のイッシューに加えて､コミュニティの社会設計にか
かわる問題構制を含み込んでおり､斯学の発展に大きく寄与するものと考えられる｡
よって､本論文の提出者は､博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる｡
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